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　株主の皆様には、平素より格別のご支援を賜り厚く御礼申

し上げます。

　当社は1972年の創業以来、精密加工技術をコアテクノロ

ジーに事業を進めてまいりました。現在は情報産業分野に経

営資源を集中し、精機と光製品の2つの事業を核に展開して

おります。

　精機事業では、光ディスク成形用金型で世界をリードしてお

り、次世代光ディスクとして注目されているHD DVD、ブルーレ

イ・ディスク用金型についても技術開発を完了しており、新しい

光ディスク市場の立ち上がりに期待を寄せているところです。

　光製品事業では、ここ2年間に積極的なM&Aを実施し、製品

ラインアップと販路を拡大してまいりました。国内でFTTHが

順調に推移しているほか、今後は北米市場での伸展が期待で

きます。M&A後の事業所統合がほぼ完了する今期から、本格

的なシナジー効果が発揮できると期待しており、技術面・営

業面双方の強化を図ってまいります。

　当社はこれからも、「品質・精度・性能でお客様にお応え

する」という基本方針のもと、お客様に信頼される会社を目

指してまいります。株主の皆様のご期待にも添えるよう邁進

していく所存でございますので、今後とも一層のご支援、ご

鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

株主の皆様へ

精工技研の事業内容について
教えてください。
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代表取締役社長

上野 昌利
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　当社は、精密加工技術をコア・コンピタンスに精機事業と

光製品事業の2部門で事業を展開しています。

　精機事業は、光ディスク製造プロセスに必須の成形用金型を

製造。他の追随を許さない精密加工技術で、CD-RやDVDなど

の成形用金型の約60～70％の世界シェアを獲得しています。

　もう一つの柱である光製品事業では、光通信に使用される

光ファイバ用のコネクタやアッテネータなどのデバイス、及

びそれらの加工・組立に不可欠な光コネクタ研磨機などを主

要製品としています。

　当社が成長を維持していくためには、既存事業において常

にトップランナーであり続ける必要があります。精機事業で

は、より高精度な金属加工技術の開発に取り組み、デジタル

ハイビジョン等にも対応する次世代光ディスク用金型の開発

を完了しました。光製品事業に関しては、M&Aの実施により製

品ラインアップと販路の拡大を実現。今後確実視されている

世界的な光通信需要の増大に対応できる体制を整えました。

　また当社は、さらなる企業成長を目指し、コア技術の活用

と社外からの技術導入をとおして、「情報・通信」、「自動車・

来期の展望・見通しは
いかがですか？

Q.

次世代光ディスク市場の立ち上がりと
事業統合効果に期待しています。

　当社が得意とする光ディスク成形用金型は、光ディスク製

造業向けの製品であり、一般に新規格の光ディスクがコン

シューマ・マーケットをにぎわす約半年前から需要が急伸す

る傾向にあります。現在はまだ次世代光ディスク市場が活性

化しておらず、当社も「待ち」を余儀なくされています。し

かしハイビジョンテレビや地上波デジタル放送の普及に伴い

次世代光ディスクが求められるのは時間の問題であり、商機

到来を逃さない万全の体制を整えています。

　光製品事業では、セイコー

インスツル株式会社様及び

NECトーキン株式会社様か

らの営業譲渡に伴う製品の統

合及び事業所・工場の移設、

大連精工技研有限公司の連結

子会社化などがほぼ完了、攻

めに転じる体制が整いまし

た。顧客、製品ラインアップ

ともに拡大しており、シナ

ジー効果を発揮させ、部門利

益の拡大を図ってまいります。

エネルギー」、「医療・バイオ」等の成長市場に対して精密加

工と光学部品で積極的な事業展開を図る計画です。これによ

り、中長期的に安定した企業成長を実現する事業ポートフォ

リオの構築を目指してまいります。

　　　精工技研の成長戦略

　◎ 3-4

新製品紹介 5

特集

セイコーインスツル様、NECトーキン様からの事業譲渡
現場が語る統合の効果と今後の展開



3 4株主通信株主通信

精工技研の成長戦略特集

セイコーインスツル様、NECトーキン様からの事業譲渡

現場が語る統合の効果と今後の展開

●光製品グループ 事業推進チーム チームリーダー

高師 修一（精工技研出身）写真右

●光製品グループ 事業推進チーム　担当チームリーダー

木村 昌行（NECトーキン出身）写真中

●光製品グループ 販売統括チーム　国内販売チームリーダー

佐伯 一朗（セイコーインスツル出身）写真左

という目標を掲げています。

佐伯　もともと北米は精工技研

が強い地域でしたし、EU域で

はセイコーインスツルの光事業

を統合したメリットが発揮でき

ています。さらにその先にはア

ジアや南米への展開が待ってい

ます。少なくともあと20年は、

これで食べていけますね（笑）。

木村　ただ、現時点では市場が

日本と北米に限定されているた

め、いったん在庫調整局面に入ると影響が出やすいのが辛い

ところです。

高師　統合の効果ですが、事務所や工場の移設・統合が予定

通り進み、ようやくシナジー効果を発揮できるスタートライ

ンに立ったという感じでしょうか？

佐伯　そうですね。当社とセイコーインスツルで重複してい

た製品ラインアップの整理が終わり、効率的な営業展開がで

きるようになりました。

木村　原材料も一部が内製化できるようになり、コストダウ

ンや粗利益の向上が可能になってきています。

高師　今回の統合では、「想定外」の付帯メリットもありま

した。たとえば、セイコーインスツル出身の方々は、材料知

識や経験が豊富ですね。組織としても計数管理やマネジメン

トに優れ、むしろ我々がたくさん学ばせてもらいました。

NECトーキンから来られた方は、電気デバイスや通信の知

識が豊富で、それがうまく統合し機能しはじめています。

木村　NECトーキン時代は営業拠点が東京で工場は白石（宮

城県）と、300kmの距離がありました。当社では営業と工場

が隣接し、お客様からのお問い合わせやご要望があってもそ

の場で打合せできるなど、リードタイムを短縮し競争力のあ

る製品開発ができると期待しています。

佐伯　お客様が買ってくださるのは看板ではなく製品ですか

ら、営業的には、今まで通りのお取引きが続いています。変

わらないことは「想定通り」・・・かな（笑）？

木村　この一年でFTTHも伸展し、家庭用など末端に近い廉

価な製品は、確実に数量が出るようになっています。しかし

そこでは価格競争も厳しいですから、事業統合の効果を発揮

させて、より高付加価値の製品

に注力していきたいですね。

高師　そうですね。いまようや

く三つの会社が一つにまとまっ

たところで、これからお互いの

リソースを活かしながら、同時

に「選択と集中」を考えねばな

りません。従来の延長とは違う

中期計画など、次の展開を図っ

ていきましょう。

高師　日本では、2007年度末にNTT東西の光ファイバ契約

の合計が950万回線を超える見込みであるなど、光通信が当

たり前になってきました。しかし光ファイバが家庭の戸口ま

で敷設されているのは、まだ日本など、限定的な国だけのも

のです。

佐伯　銅線に比べてビット当た

り伝送コストが非常に安い光

ファイバへの移行は、いわば時

代の必然です。世界中がまだ未

開拓の市場と言えますね。

高師　アメリカでもようやく光

ファイバ回線の一般募集がはじ

まりましたし、次に期待できる

EUも2020年までに3,000万回線

光製品の市場背景
̶̶̶広大な未開拓市場がターゲット。

持てるリソースを有効活用し、
光製品事業の次の展開を検討。

拠点の統合・移設が順調に進展。
シナジー効果が期待されます。

当社が、精機事業に続く第二の柱として取り組んできた光製品事業。その強化を図るため2005年から2006

年にかけ、セイコーインスツル株式会社様より光事業に関する営業を、さらに2006年にはNECトーキン株

式会社様より光デバイス事業に関する営業をそれぞれ譲り受けました。今回は各社の出身者が、統合の進捗

状況とその効果について語り合いました。

高師 修一

佐伯 一朗

木村 昌行
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　当社グループが営む事業に関連する情報通信・デジタル家電業

界においては、携帯電話やデジタルカメラ、薄型テレビ等の販売

が好調に推移し、国内消費を牽引いたしました。一方、業界内に

おいては競争が激化し、一部では淘汰と再編が行われ、寡占が進

んだ市場では設備や営業網の合理化が進むこととなりました。

　そうした中で、当社グループは、将来にわたって安定的な企業

成長を実現し、より幅広い事業領域において社会に貢献できる企業

グループとなるための基盤づくりに取り組みました。精機部門、光

製品部門の両既存事業においては、技術の向上と事業拡大に向け

た投資を積極的に行いました。また、これらに次ぐ新たな事業の創

出をにらみ、燃料電池用セパレータや光学素子、各種センサ等の開

発にも注力し、市場調査と技術シーズの拡大にも取り組みました。

　これらの結果、当連結会計年度の売上高は7,156百万円（前連

結会計年度比13.5％増）、経常利益は73百万円（同比93.9％減）、

当期純利益は208百万円（同比72.4％減）となりました。なお、

当期末の利益配当金は、1株当たり30円を継続する予定です。

■光製品部門
　光通信関連市場は、近年の世界的なブロードバンド化の波を背

景に堅調な拡大を続けております。こうした中、当社グループで

は、昨年6月に、NECトーキン株式会社様から光デバイス事業に

関する営業を譲り受け、光製品部門の売上高を大きく増加させる

ことができました。同月には、中国香港に新たな販売会社「香港

精工技研有限公司」を設立。今後、光通信市場の拡大が期待され

る地域のお客様をきめ細かくカバーする重要な戦略拠点として稼

動を開始しております。

　また、一昨年にはセイコーインスツル株式会社様から光事業を

譲り受けており、光製品部門はこの2年間で売上高が4倍強、人

員数も3倍強に拡大しました。

　これらの結果、当連結会計年度の光製品部門の売上高は、

5,241百万円（前連結会計年度比130.4％増）となりました。

■精機部門
　精機部門市場は、記録用DVDの市場販売価格が値下がりを続

け、当社の金型のユーザーである光ディスク成形メーカー各社は

事業利益の確保が困難な状況に置かれることになりました。また、

DVD製造に関わる業界は再編と縮小が進むこととなりDVD成形

用金型の販売は厳しいものとなりました。

　次世代光ディスクへの期待は高まっておりますが、その規格は

ブルーレイ・ディスクとHD-DVDに分かれたまま平行線を辿って

いるため、本格的な普及時期は不透明な状態が継続しております。

こうした中、当社グループでは、ソリューションの提案をとおし

て既存のお客様との接点強化に取り組む一方、金型技術の一層の

向上を図り、次世代に向けた準備を進めました。

　これらの結果、当連結会計年度の精機部門の売上高は、1,914

百万円（前連結会計年度比52.5％減）となりました。

●売上高
　（単位：百万円） 2005/3
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当期の業績概況
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●経常利益
　（単位：百万円） 2005/3
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●当期純利益
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セグメント別概況

地上波デジタル放送に貢献する
無給電光伝送装置を開発

新製品紹介

2003年にスタートした地上波デジタル放送は、2006年12

月時点で、平野部の大都市を中心に3,700万世帯（約79%）※

をカバーしています。現在は、未カバーエリアに電波を届け

る中継局建設が進められていますが、工事に困難を伴う山間

部が多い、一中継局がカバーする人口も少ないなど、さまざ

まな課題を抱えています。当社は、これらの課題を解決する

「無給電光伝送装置」を開発、順調な引き合いを得ています。

■電波をリレーする中継局の課題

　地上波デジタル放送は、放送局から届く信号を送信所や大

規模中継所で電波に乗せています。東京を例にとると、東京タ

ワーが送信所として関東平野をカバーしていますが、さらにそ

の先の地域や山間域までは電波を届けることはできません。

　そこで登場するのが、電波をリレーして伝える中継局です。

中継局は、送信所からの電波を受ける受信施設とそれを再び

送り出す送信施設で構成されます。送受信の適地が同じ場所

と限らないため、受信施設が分離されることも多く、従来は

それぞれに電源が必要でした。

■画期的な「無給電光伝送装置」が課題を解消

　当社が開発した「無給電光伝送装置」は、この分離受信施

設用の画期的なシステムです。電源工事の必要がないほか、

分離受信施設自体も小規模で済みます。また、中継送信施設

まで光ファイバを使用するため電気結線がなく、山間部に多

い落雷に対しても強いという特長を備えています。今後、急

増するニーズに対して積極的な売り込みを展開し、ビジネス

チャンスを拡大してまいります。

「無給電光伝送装置」は、当社の光

製品技術の粋を集めたシステムで

す。装置自体は高価ですが、電源工

事が不要で、受信設備もコンパクト

にできるため、建設コスト、ランニ

ングコストを勘案すると非常に魅力

的。各方面からお問い合わせをいた

だいています。今後も、独自技術を

活かしたユニークな製品を開発して

いきますので、ご期待ください。

※世帯カバー率は総務省発表のロードマップによるものです

◎地上波デジタル放送ネットワーク

第2開発グループ
デバイス開発プロジェクト
プロジェクトリーダー

鳥羽 良和

光ファイバ伝送への期待
・マイクロ波中継の周波数不足を解消
・光増幅器の適用による長距離伝送
・閉空間への柔軟な信号配信

マイクロ波中継

放送局
FPU

放送局（親局）

大規模中継局
（SFN）

放送波中継

分離受信所

中継局

中継局

放送波パススルー

CATV局

UHF band

光ファイバ

UHF band

自治体光回線網

無給電光伝送装置
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科目

期別

科目

期別

新たな会計基準の導入により、連結貸借対照表における従来の「資本の部」の記載が「純資産の部」に変更されております。
なお、前期「純資産の部」の数値につきましては、同「資本の部」の数値を組み替えて表示しております。

新たな会計基準の導入により、連結貸借対照表中「純資産の部」における変動を分かり易く開示するため、
新しい財務諸表として連結株主資本等変動計算書を掲載しております。

少数株主持分
株　主　資　本

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
評価・換算
差額等合計 純資産合計

資本剰余金
10,571

-
10,571

7,412

△ 276
△ 8
208
△ 1

△ 77
7,335

△ 314

△0
4

4
△ 309

24,461

△ 276
△ 8
208
△ 1
△0
4

△ 73
24,388

248

△ 125

△ 125
122

78

△ 78

△ 78
-

24,788

△ 276
△ 8
208
△ 1
△0
4

△ 204

△ 277
24,510

6,791

-
6,791

平成18年3月31日残高
連結会計年度中の変動額
　剰余金の配当
　役員賞与の支払
　当期純利益
　自己株式処分差損
　自己株式の取得
　自己株式の処分

　
連結会計年度中の変動額合計
平成19年3月31日残高

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額）

連結財務諸表 単位：百万円、単位未満切り捨て

当連結会計年度
平成19年
3月31日現在

17,442

13,399

1,684

1,743

622

△ 7

8,771

6,407

2,610

951

2,211

634

728

570

157

1,635

30

896

710

△ 1

26,214

前連結会計年度
平成18年
3月31日現在

16,915

13,275

2,092

1,185

369

△ 8

9,312

6,028

2,559

910

2,211

347

526

347

178

2,757

1,137

908

711

△0

26,227

当連結会計年度
平成19年
3月31日現在

1,117

215

34

867

585

-

148

243

193

1,703

-

　

24,388

6,791

10,571

7,335

△ 309

122

7

114

24,510

26,214

前連結会計年度
平成18年
3月31日現在

815

199

254

361

623

136

-

223

264

1,439

78

　

24,461

6,791

10,571

7,412

△ 314

248

241

6

24,709

26,227

科目

期別 前連結会計年度
平成17年4月1日から
平成18年3月31日まで

6,304
3,228
3,076
2,028
1,048
192
22

1,217
0
19

1,198
373
63
5

756

売上高
　売上原価
売上総利益
　販売費及び一般管理費
営業利益又は営業損失（△）
　営業外収益
　営業外費用
経常利益
　特別利益
　特別損失
税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
少数株主利益
当期純利益

区分

期別

営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の減少額（△）
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の期末残高

当連結会計年度
平成18年4月1日から
平成19年3月31日まで

7,156
4,765
2,391
2,465
△ 74
170
22
73
405
88
390
168
13
-

208

前連結会計年度
平成17年4月1日から
平成18年3月31日まで

1,570
△ 3,502
△ 450

26
△ 2,356
5,219
2,863

当連結会計年度
平成18年4月1日から
平成19年3月31日まで

695
△ 1,335
△ 360

24
△ 975
2,863
1,887

株主通信株主通信

■連結貸借対照表 ■連結損益計算書 ■連結キャッシュ・フロー計算書

■連結株主資本等変動計算書

資産の部

流動資産

　現金及び預金

　受取手形及び売掛金

　たな卸資産

　その他

　貸倒引当金

固定資産

　有形固定資産

　　建物及び構築物

　　機械装置及び運搬具

　　土地

　　その他

　無形固定資産

　　のれん

　　その他

　投資その他の資産

　　投資有価証券

　　投資不動産

　　その他

　　貸倒引当金

資産合計

負債の部

流動負債

　　買掛金

　　未払法人税等

　　その他

固定負債

　　役員退職慰労引当金

　　長期未払金

　　退職給付引当金

　　その他

負債合計

少数株主持分

純資産の部

株主資本

　資本金

　資本剰余金

　利益剰余金

　自己株式

評価・換算差額等

　その他有価証券評価差額金

　為替換算調整勘定

純資産合計

負債、純資産合計

当連結会計年度
平成18年4月1日から平成19年3月31日まで
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株式の状況 株主メモ

大株主

発行する株式の総数 37,000,000株

発行済株式総数 9,333,654株

株主数 4,504名

事　業　年　度 4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会 毎年6月

基　　準　　日 毎年3月31日

株主名簿管理人 〒105-8574
 東京都港区芝三丁目33番1号
 中央三井信託銀行株式会社

同事務取扱場所 〒105-8574
 東京都港区芝三丁目33番1号
 中央三井信託銀行株式会社　本店

同事務取扱所 〒168-0063
 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
 中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
 　 0120-78-2031

同　取　次　所 中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
 日本証券代行株式会社　本店および全国各支店

会社概要

海外拠点

商　　　号 株式会社 精工技研
 （英文名）SEIKOH GIKEN Co., Ltd.

事　業　所 本社工場 千葉県松戸市松飛台296番地の1
 第1工場 千葉県松戸市松飛台286番地の23
 第2工場 千葉県松戸市松飛台296番地の1
 第4工場 千葉県松戸市松飛台415番地の2
 台湾支店 日商精工開發（股）台湾分公司
  中華民国新竹市光復路2段285号

関連子会社 SEIKOH GIKEN USA, INC.
 杭州精工技研有限公司
 SEIKOH GIKEN EUROPE GmbH
 大連精工技研有限公司
 香港精工技研有限公司

創　　　業 1972年6月17日

資　本　金 6,791,682,700円

従　業　員 690名（子会社含む）

役　　　員 取締役 代表取締役社長 上野　昌利*
  常務取締役 木村　保*
   取締役 吉田　泰昌*
  取締役 栁瀬　晴夫*
  取締役 大久保　勝彦
  *執行役員を兼務
 監査役 常勤監査役 宮永　剛
  監査役 三好　徹
  監査役 相場　俊夫
 執行役員 執行役員 日置　政秀
  執行役員 石川　重太
  執行役員 住田　真
  執行役員 山崎　勇次郎
  執行役員 森　　保彦

●フリーダイヤル 　 0120-87-2031
　　　　　　　　（24時間受付：自動音声案内）
●ホームページ http://www.chuomitsui.co.jp/person/p_06.html

決算公告については、当社ホームページに掲載しております。
URL：http://www.seikoh-giken.co.jp

上野　昌利

都丸　由美子

細江　由紀子

（有）高志

（有）光研

木村　保

高橋　光雄

高橋　藤子

上野　淳

吉田　智恵

912,000

890,500

882,500

694,000

623,000

609,200

395,100

381,500

329,000

329,000

9.9

9.7

9.6

7.5

6.8

6.6

4.3

4.1

3.6

3.6

所有者別株式分布状況

株主名 持株数（株） 議決権比率（％）

（お知らせ）住所変更、単元未満株式買取請求、名義書換請求
および配当金振込指定に必要な各用紙のご請求は、
下記株主名簿管理人中央三井信託銀行のフリーダ
イヤルまたはホームページをご利用ください。

（注） 1.取締役 大久保勝彦は社外取締役であります。

 2.監査役 三好徹、相場俊夫は社外監査役であります。

（平成19年3月31日現在）

個人・その他 76.2%

国内法人 14.7%

金融機関 5.6%

外国人 2.2%

その他 1.3%

杭州精工技研

大連精工技研

台湾支店

SEIKOH GIKEN
EUROPE
Frankfurt Branch

SEIKOH GIKEN EUROPE
Head OfficeSEIKOH GIKEN USA

Head Office

SEIKOH GIKEN USA
Northeastern Field Office

SEIKOH GIKEN USA
Western Field Office

株式情報・株主メモ （平成19年3月31日現在） 会社概要・海外拠点 （平成19年6月21日現在）

株主通信株主通信



〒270-2214 千葉県松戸市松飛台296番地の1
TEL 047-388-6401（直通） FAX 047-311-5129
E-mail  ir@seikoh-giken.co.jp

〈お問い合わせ先〉経営企画室

古紙配合率100％再生紙を
使用しています。

http://www.seikoh-giken.co.jp

当社についての情報は、
ホームページでもご覧いただけます。


